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平成24年度

当初予算
　

こ
の
財
政
事
情
の
公
表
は
、
町

の
予
算
と
そ
の
内
容
を
お
知
ら
せ

す
る
こ
と
で
、
財
政
運
営
の
実
態

を
理
解
し
て
も
ら
う
た
め
、
４
月

と
11
月
の
年
２
回
行
っ
て
い
る
も

の
で
す
。
今
回
は
、
平
成
24
年
度

当
初
予
算
お
よ
び
平
成
23
年
度
下

半
期
予
算
の
状
況
に
つ
い
て
報
告

し
ま
す
。

　

平
成
24
年
度
の
津
奈
木
町
当

初
予
算
が
３
月
の
定
例
議
会
で
議

決
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
の
当

初
予
算
額
は
27
億
２
９
０
０
万

円
、
特
別
会
計
の
当
初
予
算
額

は
17
億
７
４
３
０
万
円
で
、
合
計

45
億
３
３
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
は
、
公
営
住
宅
さ

く
ら
団
地
建
設
事
業
な
ど
の
完

了
に
よ
り
前
年
度
と
比
べ
る
と

４
９
０
０
万
円
（
１・
８
％
）
の

減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
会
計
で
は
、
簡
易

水
道
事
業
が
統
合
事
業
（
老
朽
管

更
新
）
に
よ
り
大
幅
に
増
額
し
て

い
る
一
方
、
国
民
健
康
保
険
事
業
、

恒
久
対
策
事
業
お
よ
び
宅
地
造
成

事
業
が
減
額
し
、
ほ
ぼ
横
ば
い
と

な
っ
て
い
ま
す
。

会計別予算額

■一般会計
　最も基本的な経費の収支を扱う会計。目的を限定せず、
一般行政を進めるための主要な経費をまかなうもの。

■特別会計
▽国民健康保険事業
　国保加入者の保険給付や特定健診などの保険事業の会計。

▽後期高齢者医療事業
　後期高齢者の医療給付に伴う保険料、健診などが主な会計。

▽簡易水道事業
　町が管理する簡易水道の維持･管理を行う会計。

▽介護保険事業
　高齢者の皆さんへの介護に関するサービス提供が主な会計。

▽恒久対策事業
　九州新幹線工事に伴う渇水対策の維持･管理に関する会計。

▽宅地造成事業
　町の宅地の造成･整備などに関する事業の会計。

会 計 本 年 度 
当 初 予 算 額

前 年 度 
当 初 予 算 額 前年度比

一 般 会 計 27億2,900万円 27億7,800万円 -1.8%
特 別 会 計 17億7,430万円 17億7,450万円 0.0%
国 民 健 康 保 険 事 業 9億800万円 9億3,700万円 -3.1%
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 7,330万円 7,350万円 -0.3%
簡 易 水 道 事 業 1億2,600万円 6,500万円 93.8%
介 護 保 険 事 業 6億2,400万円 6億2,400万円 0.0%
恒 久 対 策 事 業 1,400万円 2,500万円 -44.0%
宅 地 造 成 事 業 2,900万円 5,000万円 -42.0%
合 計 45億330万円 45億5,250万円 -1.1%

歳 入

歳 出

　

歳
入
予
算
で
は
、
国
や

県
か
ら
入
っ
て
く
る
地
方
交

付
税
、
国
庫
支
出
金
、
県

支
出
金
な
ど
の
依
存
財
源

が
予
算
の
約
79
％
を
占
め

て
い
ま
す
。
そ
の
ほ
と
ん
ど

が
地
方
交
付
税
（
約
52
％
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。
地
方

交
付
税
と
は
地
方
公
共
団

体
間
の
財
源
の
不
均
衡
を

　

歳
出
予
算
で
は
、
社
会

福
祉
経
費
と
な
る
民
生
費

が
約
30
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
次
い
で
総
務
費
、
公

債
費
、教
育
費
の
順
と
な
っ

て
い
ま
す
。
自
主
財
源
に

乏
し
い
本
町
で
は
、
限
ら

れ
た
財
源
で
効
率
的
な
予

算
配
分
に
努
め
ま
し
た
。

　

本
年
度
も
「
住
み
た
く

調
整
す
る
た
め
、
国
か
ら
交
付

さ
れ
る
お
金
で
す
。
国
税
の
う

ち
所
得
税
、
法
人
税
、
酒
税
、

消
費
税
、
た
ば
こ
税
の
一
定
割

合
が
充
て
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
町
の
財
政
力
の
基
と

な
る
地
方
税
は
約
11
％
で
、
自

主
財
源
は
全
体
で
も
約
21
％
と

な
っ
て
お
り
、
財
源
の
確
保
が

厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

な
る
町
づ
く
り
」
を
基
本
理
念

に
、
①
防
災
対
策
、
②
子
育
て

支
援
、
③
農
林
水
産
業
振
興
、

④
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
充
実

を
重
点
施
策
と
し
て
各
事
業
を

行
い
ま
す
。

　

本
年
度
行
う
事
業
一
覧
に
つ

い
て
は
次
ペ
ー
ジ
の
と
お
り
で

す
。
詳
細
は
、
各
担
当
課
へ
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

一般会計
歳入予算額

（目的別）

27億2,900万円

一般会計
歳出予算額

（目的別）

27億2,900万円

町税（11.2%）
３億503万円

町債（7.5%）
２億520万円

繰入金（4.9%）
１億3,390万円

分担金･負担金
（1.2%）
3,190万円

使用料･手数料
（2.1%）
5,841万円

国庫支出金
（8.4%）

２億2,815万円

県支出金（7.8%）
２億1,434万円

地方譲与税（1.1%）
3,100万円

各種交付金（1.6%）
4,270万円

その他（1.8%）
4,837万円

地方交付税（52.4%）
14億3,000万円

議会費（3.0%）
8,076万円

衛生費（10.0%）
２億7,221万円

教育費（10.5%）
２億8,559万円

公債費（11.3%）
３億764万円

その他（0.1%）200万円

土木費（3.9%）
１億781万円

商工費（2.2%）
6,064万円

消防費（4.3%）
１億1,776万円

農林水産業費
（6.9%）

１億8,907万円

災害復旧費（0.0%）
20万円

総務費（17.4%）
４億7,497万円

民生費
（30.4%）

８億3,035万円
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